
 

 

４ 平塚市開発審査会の会議・会議録の公開指針 

 
平成１５年７月２３日制定第１６回平塚市開発審査会承認 

平成１年３月２３日一部改正第３４回平塚市開発審査会承認 
平成２６年４月２４日一部改正第７４回平塚市開発審査会承認 

 
表中における考察欄の「情報の具体例」は、公開又は非公開に該当すると考えられるものを例

示したものであり、そのすべてを掲げたものでない。また、例示した情報が常に非公開情報に該

当することとはならないので、請求のあった情報が非公開情報に該当するか否かは、個々の情報

の内容を十分に検討して個別具体的に判断する必要がある。 

 

１ 会議録の公開 

項   目 対   応 考   察 

一般案件に係るもの 要点筆記の会議録を公開とす

る。 
（この会議録の作成にあたっ

て、要点筆記とし、申請案件を

議案名で処理する。また、発言

委員等の氏名は伏せ、単に委員、

事務局と記載する。） 

 

 附属機関の会議録の作

成については、法及び条例

等に特段の規定がないた

め機関毎の裁量となるが、

情報公開の見地から、どの

ような議論がなされたか

が分かる程度とする。 

審査請求に係るもの 口頭審理、発言全部の筆記と

し、他の審議については、要点

筆記として公開する。 

 口頭審理は、都市計画法

の規定で公開で行うこと

となっている。 
また、書面審理と違い、

一言一言の言葉のニュア

ンスが重要視されるため、

非公開情報以外は発言全

部を公開とする。 
 

その他 提案基準等の策定、改廃など

に係るものは、要点筆記とし、

非公開とする。 

 未成熟な情報であり、混

乱を生じさせかねない。 
情報公開条例第５条第３

号「審議等に関する情報」 

 

 

 

 

 

 





 

 

２ 会議の公開 

項   目 対   応 考   察 

審査請求に係るもの  法規定のある口頭審理以外

は、非公開とする。 
公開することにより、率

直な意見の交換、意思決定

の中立性が損なわれる。 
情報公開条例第５条第

３号「審議等に関する情

報」 

 

 

項   目 対   応 考   察 

提案基準１ 
市街化調整区域内に存する事業

所のための従業員宿舎 

会議を公開とする。 
ただし、新規事業の拡大に係

らないもの若しくは従業員の個

人情報に係らないものとする。 

新規事業の拡大により

従業員宿舎が必要となる

場合は、正当な利益を害す

ると考えられるが、それ以

外は周知のものと考えら

れる。 
提案基準２ 
市街化区域内に存する事業所の

ための従業員宿舎 

会議を公開とする。 
（提案基準１に同じ） 

（提案基準１に同じ） 

提案基準３ 
農家等の分家住宅 

会議を非公開とする。 家族の状況や経済的理

由が審議にでるため、個人

に関する情報に抵触する。 

提案基準４ 
法第２９条第１項第３号に規定

する公益上必要な建築物に類す

る建築物 

会議を公開とする。 自治会館等は不特定多

数が利用するものであり

非公開情報には該当しな

いと考えられる。 





 

 

提案基準６ 
土地収用対象事業による代替建

築物 

会議を非公開とする。 
ただし、法人や自己業務のも

のにあっては、案件毎の判断と

する。 

自己居住の住宅は、住

所、氏名、住宅規模等個人

に関する情報に抵触する。 
法人や自己業務のもの

にあっては、立地場所によ

る販売活動や土地の保有

状況など信用関係に触れ

ることもあり、法人に関す

る情報に抵触するおそれ

があるため、案件毎に公

開、非公開とする。 

提案基準９ 
建築物の建替え等 

会議を非公開とする。 
ただし、法人や自己業務のも

のにあっては、案件毎の判断と

する。 

自己居住の住宅及び兼

用住宅は、規模の拡大、延

べ床面積、家族構成等の個

人に関する情報に抵触す

る。 
他の建築物にあっては、

同一の規模と用途であれ

ば周知のものと考えられ

るが、案件毎に公開、非公

開とする。 
提案基準１０ 
第二種特定工作物以外の運動・

レジャー施設である工作物及び

墓園に必要不可欠な建築物 

会議を公開とする。 必要不可欠な建築物は、

個人又は法人に関する情

報といえるが、運動、レジ

ャー施設及び墓園は多数

の者が利用されることが

予想されること、また、許

可後において直ちに着工

されることが一般的であ

るため、営業活動等に不利

益が生じないと考えられ

る。 
提案基準１１ 
研究施設 

会議を非公開とする。 研究目的及び研究内容

が当該市街化調整区域内

に立地する理由として成

り立つかを審議するため、

将来に向けての生産活動、

営業活動に不利益を与え

ることが予想される。 





 

 

提案基準１４ 
社寺仏閣及び納骨堂等 

会議を公開とする。 
ただし、庫裏のみの建築に係

るものを除く。 

本提案は、信者の教化育

成や教義を広めるもので

あり、多数人に解放されて

いるもので非公開情報に

該当しないと考えられる。 
ただし、庫裏にあって

は、専ら住居として利用す

るものであり、規模等が個

人に関する情報に抵触す

ると考えられる。 

提案基準１８ 
既存宅地 

会議を公開とする。 
ただし、自己の居住の用に供

する部分を有する住宅に係るも

のを除く。 

宅地要件の判断につい

ては、個人に関する情報に

抵触するおそれは少ない

と考えられる。 
ただし、自己の居住の用

に供する部分を有する住

宅に係るものは、住宅を必

要とする事由説明が経済

的、家庭的などの個人に関

する情報に抵触するおそ

れがある。 

 

提案基準２０ 
建築物の用途変更 

会議を非公開とする。 建物用途の変更若しく

は一身専属性の解除を行

うにあたっては、農業従事

者の資格喪失、経済状況の

事実説明、居住実績及び家

庭的事情の事実説明が主

なものとなり、個人に関す

る情報に抵触すると考え

られる。 





 

 

提案基準２１ 
付属建築物として最低限必要な

管理棟 

会議を公開とする。 本基準は、駐車場、資材

置場若しくは産業廃棄物

処理施設の適正な管理を

目的とした管理棟を建築

するもので、当該施設規模

に応じて管理棟の規模も

定まっていることから、正

当な利益を害するものに

あたらないと考えられる。 

その他 ケース毎の判断とする。  

公   開      ７ 

非 公 開      ５ 

 

『参考』 

※ 開発登録簿は、利害関係人、善意の第三者の権利利益の保護、情報開示及び違反防止などの

充実を図ることを目的として調製されている。（法第４７条） 

 この開発登録簿は、法第２９条の開発許可の時点で調製（住所、氏名、開発区域及び図面で構

成）され、法第４１条第２項ただし書又は法第４２条第１項ただし書の許可があった場合は追記

される。 

※ 法第４３条の建築許可については、開発登録簿等の備え付けについての法規定はなく、事務

処理上で台帳及び住宅地図への表示のみとなっている。 

 この情報については、慣行として地図の閲覧及び許可日、許可番号などは口頭により開示して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




